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今日、お話しする内容

１．はじめに～ある社会福祉関係者の会議での

エピソード

２．障害者の住宅事情～住まいを借りにくい実態

３．「居住支援」とは何をすることか

４．政策としての居住支援

５．事例紹介～NPO法人 おかやまUFE

６．居住支援をめぐる課題



１．はじめに～ある社会福祉関係者

の会議でのエピソード



ビジネスの現場と障害者支援者の思惑の
ちがい

〇「障害者の方が入居してトラブルになり、アパー
トの両隣、下の階の人が全員、退去してしまいまし
た。これでは、ビジネスとしてなりたたないんで、
お貸しできないんですよ」と不動産会社の方。

⇒「インクルーシブな社会にするためには、貸してくれて当たり
前なのに・・・。」と福祉関係者。



２．障害者の住宅事情～住まいを

借りにくい実態



日本の住宅ストックの割合
～借家は民間借家が多くを占める

「我が国の住宅ストックをめぐる状況について（補足資料）」国土交通省



障害者の住宅事情
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出典：国土交通省HP 資料



居住に関する資源をめぐる課題

出典：「一時生活支援・居住支援等のあり方について」社会保障審議会生活困窮者自立支援及び
生活保護部会第３回平成29年６月27日 資料１
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いま、家賃が比較的安価な民間賃貸住宅
がどんどん減ってきている！

•昭和４０年代ごろに建設された物件の老朽化、取り壊し

退去を迫られる事例も

•高齢者や障害者、生活困窮者などが入居しやすい価格帯の物件
のさらなる減少
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空き家・空き室は増加しているが・・・

「新たな住宅セーフティネット制度」国土交通省住宅局
平成29年７月

しかし、
実際には難
しい・・・
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11
「東京の住宅事情」東京都住宅政策本部

民間賃貸住宅では、入居制限も見られる



家賃債務保証を受けることも困難！

「新たな住宅セーフティネット制度」国土交通省住宅局
平成29年７月
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３．「居住支援」とは何をすることか



住まいを借りるために必要なこと

•不動産会社や大家の不安を取り除いてもらう
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家賃は大丈夫
だろうか？

お部屋で亡
くなられた
ら、その後
は誰が？

一人暮らし
の方が亡く
なった後、
荷物はどう
する？

近隣トラブ
ルがあった
時にはどう
する？

貸せない
かな？

認知症に
なった
ら？



障害者や高齢者等に対しては、その特性
に応じた居住支援が必要！
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見守り

声掛け

家事などの
生活支援

服薬管理
金銭管理



住宅

コミュニティ
日常生活・
生活の継続性

個人・市民と
してのアイデ
ンティティの

保持

他者との
関わり・
仲間

仕事・社会活動

「居住」とは～構成要素



「居住」（地域で暮らし続けること）を
実現するためには

地域における居住の実現

住宅政策 社会福祉政策

２つの政策を
結び付けて
適用する活動

住宅確保要
配慮者

NPO法人
社会福祉法人、
居住支援法人
などの団体
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居住支援とは

•住まいを喪失した、あるいは喪失する可能性がある人の相談に
のり、住まいを確保すると共に、その後の生活が成り立ってい
くように総合的に支援していく一連の取り組みのこと。

そこでは同時に、

〇住まいを提供してくれる不動産会社や大家との関係づくり

〇地域の福祉・医療・保健態勢も整えていくような働きかけ

も行われていく必要がある。



現在の居住支援の構図

居住支援

住宅セーフティネット制度

居住支援
協議会

グラスルーツ的に行われてきた生活困窮者・
ホームレス・高齢者・障害者等支援

住まい 生活支援

制度的な
体制整備

NPO法人など
による
運動・活動



必要とされる居住支援の内容

社会参加、就労支援（モチベー

ションを持つ～履歴書作成ま

で）

見守り、金銭管理、服薬管理、

居場所づくり、生活の相談相手、

精神疾患がある方へのサポート

相談、不動産会社同行、

手続き、緊急時連絡先

住まいの確保
に必要

居住の安定
に必要

不動産会社・大家との
関係づくり基盤となる活動

高い個別性
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住まいの確保のための支援内容

表5　住まいの確保のための支援

A B C D E F G

入居前支援 協力的な不動産会社・大家の開拓 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

不動産会社や大家への居住者に関する説明・調整 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

入居時支援 物件の情報提供 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

不動産会社の紹介 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

家賃債務保全会社・保証人代行の紹介 × ○ × ○ ○ ○ ○

契約手続きの際の立ち会い ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

緊急時の連絡先の引き受け ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

入居者の死亡など事故対応のための保険加入 × × × ○ ○ ○ ○

入居後支援 死亡時の残存家財の処理を保証 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

・入居前・入居時・入居後を通し
ての支援が必要
・理解ある大家、不動産会社など
の確保が前提→「水面下支援」
・居住者の「人となり」の説明は
必須
・緊急時の連絡先の引き受け、死
亡時、残存家財の処理は必須
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６つのNPO法人と１つの有限会社へのヒアリング調査より

出典：「生活困窮者の地域居住の実現に向けた住まいの確保と居住の安定に関する研究」
2017年度

博士論文 山本美香



住み続けるために必要な生活支援の内容
・相談、話し相手、家
賃の支払い管理、トラ
ブル時の介入はすべて
の団体が実施

・個別支援プランの作
成、簡単な家事、病院
への付き添い、夜間の
対応、近隣との交流の
支援は、行っている団
体が少ない。
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出典：「生活困窮者の地域居住の実現に向けた住まいの確保と居住の安定に関する研究」
2017年度

博士論文 山本美香



４．政策としての居住支援



住宅確保要配慮者に対する居住施策（見取り図）第2回 福祉・住宅連携強化のための連絡協議会 平成29年2月２７日



住宅セーフティネット法に基づく
住宅セーフティネット制度とは
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住宅確保要配慮者を支援するために
～居住支援協議会の役割
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総合相談窓口として

の役割

地域社会資源の連

携・協働態勢づくり

不動産会社や大家と

の関係づくり

居住支援協議会
に

求められること



「居住支援法人」が果たしている役割
平成30年度居住支援法人活動支援事業の応募状況等

出典：「新たな住宅セーフティネット制度と居住支援法人」中島靖浩 『住宅』日本住宅協会
VOL.68 ２０１９ p.11 より グラフは筆者が作成している
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５．事例紹介～NPO法人おかやまUFE



出典：NPO法人おかやまUFE HP
https://utenti.click/wpcontent/uploads/2021/10/%E2%98%85%E6%A6%82%E8%A6%81%E2%98%85%E3%81%8A%E3%81%8B%E3%82%84%E3%81%BEUFE.pdf



出典：NPO法人おかやまUFE HP
https://utenti.click/wpcontent/uploads/2021/10/%E2%98%85%E6%A6%82%E8%A6%81%E2%98%85%E3%81%8A%E3%81%8B%E3%82%84%E3%81%BEUFE.pdf



NPOおかやまUFE 「精神障害者の地域生活を支援する～保健・医療・福祉・民間企業それぞれの連携による地域における市ね
体制づくり」永松千恵 https://www.mhlw-houkatsucare-ikou.jp/meeting03data/ref0216_2_p4.pdf

山本による阪井
さんへのインタ
ビュー動画は、
「ストーリーで
学ぶ地域福祉」
（有斐閣）にQR

コードを使って
視聴できます！



６．居住支援の課題



居住支援の課題

１．居住支援の相談窓口が、単なる「住宅受付」になっていないか

→居住支援の相談窓口は、イコール「生活相談窓口」であること

２．庁内で福祉部署と住宅部署が連携・協働関係にあるか

→庁内セクショナリズムではうまくいかない

かならず連携・協働が必要！→事例検討を行っていこう

３．地域内に、居住支援（生活支援サービス）できる存在があるか

→NPO、社会福祉法人などの団体を含めて
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居住支援の課題

４．地元不動産関係者の理解・協力がとれているか

→ウィンウィンの関係を築けるか。啓発活動も重要。

５．身元保証人の問題がクリアされているか

６．「登録住宅」が実質的に入居できるものであるか



居住支援の課題

７．住宅相談を契機として、地域内のフォーマル・イン
フォーマルサポートを作っていこうとしているか

８．自治体の中で、公的住宅（公営住宅+URなど）を含
めた居住政策が展開されているか

⇒民間賃貸住宅の活用のみでは対応できないこともある



たいせつなことは・・・

上記の居住支援の課題を行政・民
間支援団体・住民が、協働で解決
していくよう努力すること


